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表紙

　

法令及び定款に基づく
インターネット開示事項

　

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（平成24年６月１日から平成25年５月31日まで）

　

日本エンタープライズ株式会社

　

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社

定款第12条の規定に基づき、当社ウェブサイト（http://www.nihon-

e.co.jp/ir/meeting.html）に掲載することにより株主の皆様に提供

しております。



2013/07/25 20:46:29 ／ 13939222_日本エンタープライズ株式会社_招集通知

連結注記表

－ 1 －

連結注記表

Ⅰ　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ７社

連結子会社名

株式会社ダイブ

アットザラウンジ株式会社

交通情報サービス株式会社

株式会社フォー・クオリア　

因特瑞思（北京）信息科技有限公司

北京業主行網絡科技有限公司

瑞思創智（北京）信息科技有限公司

　前連結会計年度において、非連結子会社に含めておりました株式会社フォー・クオリ

アは重要性が増したため、連結の範囲に含めております。　

非連結子会社の数　　　　３社 　

非連結子会社名

株式会社and One　

瑞思放送（北京）数字信息科技有限公司

NE Mobile Services(India)Private Limited

　（連結の範囲から除いた理由）

上記の非連結子会社は、小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響を及

ぼしていないためであります。

　

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用会社の数 　

　該当ありません。

　なお、前連結会計年度まで持分法適用の範囲に含めておりました株式会社スティルフィ

ッシュは、株式売却に伴う議決権比率が低下したため、持分法適用の範囲から除外してお

ります。

持分法非適用会社の数 ３社

持分法非適用会社名

株式会社and One　

瑞思放送（北京）数字信息科技有限公司

NE Mobile Services(India)Private Limited

（持分法適用の範囲から除いた理由）

上記の持分法非適用会社は、小規模であり、全体としても連結計算書類に重要な影響

を及ぼしていないためであります。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、因特瑞思(北京)信息科技有限公司、北京業主行網絡科技有限公司及

び瑞思創智（北京）信息科技有限公司は12月末が決算日であります。なお、連結計算書類

の作成にあたっては、３月末日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しており、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、また在外連結子会社は当該国の規定に基づく

定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は定額法によっております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～41年

工具器具備品 ４～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアは、社内における使用可能期間（２～10年）に基づ

く定額法によっております。
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③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20

年５月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

②　賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額

を計上しております。

③　役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

④　退職給付引当金

　　　国内連結子会社の一部は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

　　る支給見込額に基づき計上しております。　　

　

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

システム開発に係る収益及び費用の計上基準

　当連結会計年度に着手したシステム開発から当連結会計年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められるシステム開発については工事進行基準（工事の進捗度の見積り

は原価比例法）を、その他のシステム開発については工事完成基準を適用しております。

　　　

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

②　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の処理方法は、税抜方式によっております。

③　のれんの償却方法及び償却期間　

のれんの償却については、５年の定額法により償却を行っております。
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５．会計方針の変更

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

　当社及び国内連結子会社は、法人税等の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年６

月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に

変更しております。

　なお、これによる当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に

与える影響は軽微であります。　

　

　６．表示方法の変更

　　（連結損益計算書）

　　　　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「災害義援金」（当連結会計年度は、69

　　　千円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、特別損失の「その他」に含

　　　めて表示しております。　

　　　　なお、前連結会計年度の「災害義援金」は149千円であります。

　

Ⅱ　連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 　163,446千円

　

Ⅲ　連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び種類ごとの総数

　　　　普通株式　　　　　　　 377,000株

　

２．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成24年８月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 49,010 130 平成24年５月31日 平成24年８月27日

　

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　① 決議日 平成25年８月23日開催の定時株主総会において、決議を予定

しております。

　② 配当金の総額 67,860千円

　③ １株当たり配当額 　  180円

　④ 基準日 平成25年５月31日

　⑤ 効力発生日 平成25年８月26日

　⑥ 配当原資 利益剰余金とすることを予定しております。

　

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く。）の目的となる株式の種類及び種類ごとの総数

該当事項はありません。
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Ⅳ　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針　

　当社グループは、資金運用については預金に限定し、資金調達は短期の銀行借入

によっております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、受注時における与信の管理等によってリスクの低減を図っ

ております。また、投資有価証券である株式は、営業上関係を有する企業の株式で

あり、市場価格変動リスクに晒されておりますが、四半期毎に時価の把握を行って

おります。

　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　また、営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは各社

が資金計画を作成するなどの方法により管理しております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結決算日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお

りません（（注２）参照）。

　（単位：千円）

　
連結貸借対照表

計上額
時 価 差 額

(１)現金及び預金　 　2,708,287 2,708,287 　－

(２)受取手形及び売掛金 　590,092 590,092 　－

(３)投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 　738,342 　738,342 　－

(４)長期預金 　200,000 213,209 　13,209

資　産　計 　4,236,722 4,249,931 　13,209

(１)買掛金　 　236,445 236,445 　－

負　債　計 　236,445 236,445 　－

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　資　　産

　（１）現金及び預金

　現金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　（２）受取手形及び売掛金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。
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　（３）投資有価証券

　株式は、取引所の価格によっております。

　（４）長期預金

　　　 満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合

　　 に想定される預金金利で割り引いた現在価値を算出しております。　

　負　　債　

　（１）買掛金

　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 181,120　

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のであるため、「資産（３）投資有価証券」には含めておりません。

　

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預金 2,708,287　 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 590,092　 －　 －　 －　

長期預金 －　 －　 200,000　 －　

合　　　計 3,298,380　 －　 200,000　 －　

　

Ⅴ　賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

　　

Ⅵ　１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 10,125円77銭

２．１株当たり当期純利益 　941円63銭

　

Ⅶ　重要な後発事象に関する注記

（投資有価証券の売却）

　当社は、保有資産の効率化を図るため、保有する投資有価証券の一部を平成25年６月５日

及び平成25年６月６日に売却いたしました。

　これに伴い、平成26年５月期連結会計年度において、上記に係る投資有価証券売却益107,540

千円を特別利益に計上する予定であります。　
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個別注記表

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券  

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

　 　

(2) たな卸資産  

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～41年

工具器具備品

車両運搬具　

４～20年

　　６年　

　

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアは、社内における使用可能期間（３～５年）に基づく

定額法によっております。

　

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

５月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を適用しております。
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

　

(2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上

しております。

　

(3) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　

　４．収益及び費用の計上基準

システム開発に係る収益及び費用の計上基準

　当事業年度に着手したシステム開発から当事業年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められるシステム開発については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）

を、その他のシステム開発については工事完成基準を適用しております。　

　

５．その他計算書類作成のための基本となる事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

　

(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の処理方法は、税抜方式によっております。

　

６．会計方針の変更

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税等の改正に伴い、当事業年度より、平成24年６月１日以後に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　なお、これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は

軽微であります。　

　　

　７．表示方法の変更　

　　（損益計算書）

　　　前事業年度まで区分掲記しておりました「災害義援金」（当事業年度は、69千円）は、

　　重要性が乏しくなったため、当事業年度より、特別損失の「その他」に含めて表示して

　　おります。　

　　　なお、前事業年度の「災害義援金」は149千円であります。

　



2013/07/25 20:46:29 ／ 13939222_日本エンタープライズ株式会社_招集通知

個別注記表

－ 9 －

Ⅱ　貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 72,029千円

　

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 59,143千円

短期金銭債務 17,718千円

　

Ⅲ　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引

　　　　売上高 261,117千円

　　　　仕入高 151,263千円

　　　営業取引以外 30,371千円

　

Ⅳ　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び種類ごとの総数

該当事項はありません。

　

Ⅴ　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  千円

未払事業税 15,054 

貸倒引当金繰入超過額 6,656 

関係会社株式評価損 19,580 

投資有価証券評価損 7,365 

賞与引当金繰入額 2,160 

関係会社出資金評価損 36,051 

減価償却費超過額 4,048 

会員権評価損 2,077 

その他 4,880 

繰延税金資産小計 97,874 

評価性引当額 △73,368 

繰延税金資産合計 24,506 

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △259,941

繰延税金負債合計 △259,941

繰延税金負債の純額 △235,435
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Ⅵ　リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、統括業務設備の一部については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。

　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 器 具 備 品 5,187千円 4,619千円 59千円

合 計 5,187千円 4,619千円 59千円

　

　２．未経過リース料期末残高相当額

　１年内 67千円

　１年超 －千円

　合計 67千円

　

　３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　支払リース料 902千円

　減価償却費相当額 801千円

　支払利息相当額 42千円

　

　４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　

　５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。
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Ⅶ　関連当事者との取引に関する注記

　子会社及び関連会社等　

属 性 会社等の名称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社 株 式 会 社 ダ イ ブ
所有
直接

97.6
ソ リ ュ ー シ ョ ン
事 業 の 受 発 注
役 員 の 兼 任

売 上 高 等
( 広 告 等 )

163,498 売 掛 金 25,399

子会社
アットザラウンジ
株 式 会 社

所有
直接

99.4

コンテンツサービス
事業及びソリュー
シ ョ ン 事 業
の 受 発 注
役 員 の 兼 任

売 上 高 等
(サーバ保守等)

4,547 売 掛 金 781

外 注 費
( 素 材 制 作 )

9,695 買 掛 金 809

子会社
交通情報サービス
株 式 会 社

所有
直接

80.6
ソリューション事
業 の 受 発 注
役 員 の 兼 任

売 上 高 等
( 広 告 )

83,791 売 掛 金 8,314

外 注 費
(データ素材制作
等)

3,700 買 掛 金 267

子会社

 

因特瑞思(北京）
信息科技有限公司

 

所有
直接

 

100.0

 

ソリューション事
業 の 受 発 注
役 員 の 兼 任

 

売 上 高 等
(ﾗｲｾﾝｽ使用料
等)

2,066 売 掛 金 0

外 注 費 等
(データ素材制作
等)

12,971 買 掛 金 267

増資の引受 200,000 － －

子会社
株 式 会 社
フォー・クオリア

所有
直接

95.5

コンテンツサービ
ス事業及びソリュ
ーション事業の受
発 注
役 員 の 兼 任

 

外 注 費 等
(データ素材制作
等)

118,149 買 掛 金 14,410

　
ソフトウェ
ア の 購 入
　

47,872 － －

貸付金の回
収

12,000
関 係 会 社
貸 付 金

20,000

子会社
株 式 会 社
a n d  O n e

所有
直接

82.0
ソリューション事
業 の 受 発 注
役 員 の 兼 任

増資の引受 20,000 － －

関連会社
株 式 会 社
スティルフィッシュ

所有
直接

17.8

コンテンツサービ
ス事業及びソリュ
ーション事業の受
発 注

売 上 高 等
(サーバ保守等)

7,212 売 掛 金 1,181

外 注 費 等
(データ素材制作
等)

6,747 買 掛 金 1,426

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等

が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方法等

原価については、複数の見積りを入手し、過去の実績その他相手先の開発能力等を勘

案して、発注及び価格を決定しております。

サーバ保守等、データ素材制作等及びソフトウエアの購入に係る取引価格は、一般的

取引条件を勘案して決定しております。
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３．平成24年11月に株式会社スティルフィッシュの一部株式を売却し、同社は関連当事者

　　に該当しないこととなったため、取引金額については関連当事者に該当した期間の金

　　額を、議決権等の所有割合及び期末残高は関連当事者に該当しなくなった時点での割

　　合及び残高を記載しております。

４．株式会社and Oneの増資の引受については、当社が当該子会社の行った第三者割り当

　　てを１株につき20,000円で引き受けたものであります。

　

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 　9,927円89銭

２．１株当たり当期純利益 　880円89銭

　

Ⅸ　重要な後発事象に関する注記

　当社は、保有資産の効率化を図るため、保有する投資有価証券の一部を平成25年６月５日

及び平成25年６月６日に売却いたしました。

　これに伴い、平成26年５月期事業年度において、上記に係る投資有価証券売却益107,540千

円を特別利益に計上する予定であります。

　




